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１. 15年9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （百万円未満は切り捨てて表示しております。）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年9月中間期 813,247 △ 25.0 14,416 32.1 10,741 64.8

14年9月中間期 1,083,860 △ 14.9 10,910 △ 20.7 6,519 △ 40.9

15年3月期 2,082,897 25,661 13,704

  
１株当たり中間
（当期）純利益

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

15年9月中間期 6,376 － 10.04 3.46

14年9月中間期 △ 88,744 － △ 139.87 －

15年3月期 △ 66,969 △ 105.58 －

（注)①持分法投資損益     15年9月中間期    2,764百万円 14年9月中間期    2,283百万円 15年3月期    3,728百万円

      ②期中平均株式数（連結） 15年9月中間期  634,804,498株 14年9月中間期  634,494,182株 15年3月期  634,294,451株

      ③会計処理の方法の変更 無

      ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年9月中間期 861,351 37,721 4.4 △ 42.52

14年9月中間期 1,232,063 △ 86,325 △ 7.0 △ 136.08

15年3月期 971,713 13,861 1.4 △ 91.72

（注）①期末発行済普通株式数（連結） 15年9月中間期  806,195,805株       14年9月中間期  634,378,601株　　    15年3月期  633,893,330株

　　　②期末発行済優先株式数（連結）        15年9月中間期  144,000,000株        14年9月中間期               －株 　　   15年3月期  144,000,000株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

15年9月中間期 33,661 15,887 △ 33,837 110,327

14年9月中間期 8,346 30,195 △ 39,590 133,900

15年3月期 81,301 82,240 △ 202,739 93,928

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数   157社       持分法適用非連結子会社数   1社       持分法適用関連会社数   69社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　連結    （新規）  3社     （除外）  58社            持分法    （新規)  1社     （除外）  22社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通   期 1,550,000 21,000 3,500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              4円 34銭

※上記の業績予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画にもとづく予測が含まれております。

　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

　なお、上記業績予想に関する事項は、７ページをご参照下さい。

営業活動による

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

中間（当期）純利益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

期 　末 　残 　高

１株当たり株主資本

投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物
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キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー



株 式 会 社 ト ー メ ン

＜企業集団の状況＞

   当社および当社の関係会社は、国内外における各種商品売買を行うほか、金融等各種サービスの提供および

各種プロジェクトの企画、調整、有機的な結合を図るなど、広範な分野で多角的に事業を展開しております。  

   これらの事業を推進するに当たり、取り扱い商品またはサービスの内容に応じ、以下のとおり、複数の事業

グループを組織しております。

            商品の販売・仕入 商品の販売・仕入

            サービスの提供 サービスの提供

          子 会 社 ・ 関 連 会 社

アリスタ ライフサイエンス

化 学 品 化 学 品 三洋化成工業 

42社 P.T. Styrindo Mono Indonesia               他

関東グレーンターミナル

食    料 食    料 東北グレーンターミナル

18社 トーメンフーズ                                 他

東洋棉花

繊    維 繊    維 Toyo Cotton Co.              

21社 Tomen Hot-Line (Hong Kong) Limited 他

商品の販売・仕入 トーメンエレクトロニクス 

エレクトロニクス サービスの提供 エレクトロニクス トーメンデバイス 

12社 上海虹日国際電子有限公司　　　　　　他

サンポット 

機械・エネルギー 機械・エネルギー トーメンサイバービジネス

51社 ユーラスエナジーホールディングス     他

トーメンティンバー

そ の 他 そ の 他 トーメンビジネスサポート

32社 トーメンエフピーセンター                   他

職   能

TOMEN AMERICA INC.

現地法人及びその子会社 TOMEN (U.K.） PLC

51社 TOMEN （H.K.） CO., LTD.                  他

営

業

部

門

株 式 会 社 ト ー メ ン

職 能
部 門

取　　　　　　　　　　　　　引　　　　　　　　　　　　　先
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＜経 営 方 針＞ 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社グループは、『トーメン経営理念』の下、顧客ならびに社会が求める真の価値を最適な方法で届け、

次世代の新たな価値を生み出すバリュートレーダーとして存在することを社会的使命と定めております。

この経営理念にもとづきトーメングループの強みを発揮できる領域において競争優位なビジネスモデルを

構築するとともに新たな市場を開拓し、NO.1 の地位を獲得することを目指しております。 

そのため、次の３点を経営指針として掲げております｡ 

・収益と価値を生む全社最適経営 

・社員の意欲と行動に応える活力経営 

・責任と公正を保証する透明経営 

現在推進中の「トーメングループ中期経営計画」（以下、「中期経営計画」という。）におきましても、こ

の基本方針に則り、独自の機能でグループの価値最大化を図り、常に社会に新たな価値を提供し続けるバ

リュートレーダーの実現を目指します。 

 

(2) 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、経営基盤の強化・拡充に向け内部留保に努めつつ、安定した利益配当を継続することを基本方

針としております。 

今後とも、株主の皆様に対する配当責任と内部留保の充実による財務体質強化の両面から検討を重ね、

中長期的観点からどちらが株主の皆様の利益に繋がるかを慎重に見極めながら、一日も早く復配を果たす

べく、役員、従業員一丸となって「中期経営計画」を推進してまいりますので、何卒ご理解をお願い申し

上げます｡ 

 

(3) 目標とする経営指標 

「中期経営計画」におきましては、資産・負債の大幅圧縮による財務体質の健全化を重要な経営課題の

ひとつとして掲げ、連結ベースでの純有利子負債倍率を 2003 年３月末の 40.8 倍から 2006 年３月末には

9.1 倍まで改善することを目標としております。 

資産・負債を圧縮する一方、キャッシュ・フローの改善により高い付加価値を創出することが、企業と

しての重要な命題であると考え、使用資金期待収益率の考え方を取り入れた事業評価指標を新たに採用し

ております。 

これらの指標を活用して一刻も早く財務体質の健全化を図り、外部格付機関の格付けを高め、信用の回

復と株価の向上を目指します。 

 

(4) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は、2002 年 12 月に 2006 年３月期を最終年度とする｢中期経営計画｣を発表し、将来の豊田通商㈱と

の経営統合を念頭に、大幅な事業構造の改革とコスト削減によって強固な経営基盤を確立し、真に競争力

のある企業となることを目指しております。 

その基本方針と当上半期までの進捗状況は以下のとおりであります。 

１．事業の特性に合わせた事業再編と堅実経営の推進 

本体事業につきましては、トレーディング事業分野と戦略事業分野に再編し、それぞれの事業形態

にふさわしい経営管理、リスク管理体制を構築することで効率的かつ堅実経営を進めることを基本方

針としております。また、関連企業に関しては、新しい Exit Rule にもとづく的確な再編を進めてま

いります。 

当上半期には、前述の事業評価指標による事業分野毎の分析を行い、使用資金に見合った収益を上

げていない事業や、当社として将来性を期待できない事業からの有利撤退を推進し、使用資金効率の

改善に貢献いたしました。 
 

  －２－ 

 

  



２．コスト競争力の強化 

「中期経営計画」においては、合理化による販売費及び一般管理費の削減を進め、コスト競争力の

強化を図ることを目指しており、2006 年３月期の連結ベースでの経費は 2002 年３月期比約 120 億円

圧縮することを目標としております。当上半期においても人員数の合理化や物流子会社の統合（10 月

１日統合）などを推進しており、2004 年３月期の年間経費は目標削減額の７割程度を実現できる見込

みであり、2006 年３月期での「中期経営計画」の年間経費目標額達成に向け順調に推移しております。 
 

３．資産・負債の大幅圧縮 

「中期経営計画」においては、期間中に 2002 年３月末比で連結ベースの総資産を約 7,100 億円、有

利子負債を約 6,500 億円削減することを目指しており、その結果、計画の最終年度である 2006 年３月

末の総資産は 7,350 億円、有利子負債は 4,630 億円を目標としております。当上半期には、上場有価

証券の売却を計画を上回るペースで進め、リスク資産の圧縮に努めました。 

資金効率化努力による営業資産の圧縮に加え、ライフサイエンス事業を営むアリスタ ライフサイエ

ンス㈱が、当社連結子会社から持分法適用関連会社に変更となったことから、当中間連結会計期間末

の総資産は前連結会計年度比 1,104 億円削減の 8,614 億円、有利子負債は 980 億円削減の 5,619 億円

と大幅な削減となり、「中期経営計画」の達成が視野に入りつつあります。 

(単位：億円) 

中期経営計画 当上半期実績  

2002 年３月末 2006 年３月末 2003 年９月末 2003年3月末比

総資産 14,483 7,350 8,614 △1,104 

有利子負債 11,120 4,630 5,619 △980 

自己資本 47 450 377 239 

純有利子負債倍率 202.8 倍 9.1 倍 12.2 倍 (03/3 末) 40.8 倍

 

４．トヨタグループによる資本増強と連携強化 

2003 年９月 29 日に豊田通商㈱およびトヨタ自動車㈱による合計 100 億円の増資払込が完了し、そ

の結果、豊田通商㈱の当社出資比率は 19.7％、トヨタ自動車㈱の出資比率は 10.6％となりました。こ

れにより当社は豊田通商㈱の持分法適用関連会社となりました。 

また、両社出資後のトヨタグループの当社株式保有割合は約 35％となり、今後はトヨタグループと

の連携強化を進めるとともに、企業価値の向上によりグループに貢献する企業となるよう努力いたし

ます。 

 

(5) 会社の対処すべき課題 

「中期経営計画」の着実な実行を図るため、以下の課題の解決に取り組んでおります。 

１．事業の再編による効率的経営の推進と収益力の強化 

｢中期経営計画｣にもとづく事業の再編を実現するとともに、中長期的な収益力強化のために、各営

業部門の強みの分析を全社で共有し、部門横断的な地域戦略・顧客戦略を展開して、実現性の高い成

長戦略を推進してまいります。 
 

２．コスト競争力の強化 

「中期経営計画」にもとづく人員数の合理化や BRT 活動（Business Revolution Tomen：トヨタグル

ープの助言、指導を仰ぎながら進める合理化推進活動）をベースとした販売費・物件費の削減策など、

さらなる経費の削減を進めてまいります。 
 

３．投資方針の徹底による収益構造の安定化と収益力の強化 

新規投融資案件については、総合的にリスクを検証した上で、当社の強みを発揮でき、確実に収益

に貢献できる案件への集中投資を実施いたします。さらに、成長戦略にもとづく新規事業案件につい

ては、成功の確率をあげるための全社的サポート体制を構築中であります。
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(6) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

前述のとおり、『トーメン経営理念』において、経営の指針の一つとして「責任と公正を保証する透明

経営」を掲げ、その実現のために「全社経営と執行責任の分離による責任の明確化」「社会への積極的情

報開示と良好なリレーションシップの構築」「環境・安全への十全な配慮と企業市民としての責任の全う」

を積極的に推進しております。この経営理念に則り『トーメン行動基準』を改定し、2003 年２月に新た

に、一人ひとりが日頃心がけていくべき基本 10 項目を『トーメングループ行動基準』として制定いたし

ました。また、取締役会の下部機構として「リスク管理委員会」を設置し、各種リスクの管理やコンプ

ライアンスの徹底を計っております。 
 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

１．会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス

体制の状況 

① 委員会等設置会社であるか監査役制度採用会社であるかの別 

監査役制度を採用し、少数の取締役（６名）で構成される取締役会における適正かつ迅速な意思決

定と監視、また監査役（会）による監査が有効に機能するように努めております。 

② 社外取締役・社外監査役の選任の状況 

社外取締役はおりません。社外監査役は監査役４名中２名であり、うち１名は非常勤であります。 

③ 社外役員の専従スタッフの配置状況 

専従スタッフは配置しておりませんが、関係組織で適宜対応しております。 

④ 業務執行・監視の仕組み 

迅速かつ的確な経営の意思決定と、利益の極大化を目指した現場での業務執行を行うため、1998

年 10 月に執行役員制度を導入し、業務執行の権限を執行役員に大幅に委譲するとともに、取締役

と執行役員の機能と役割および責任を明確に分離しております。制度導入後５年が経過いたしまし

たが、意思決定機関、またチェック機関としての取締役会が活性化し、執行役員は一定分野の業務

執行に専念する体制が整いました｡ 

⑤ 内部統制の仕組み 

内部統制システムを構築・維持・改善するため、組織・体制、社内ルールを随時見直しております。

内部監査機能については、社長直轄の監査室が子会社を含めた内部監査を定期的に実施しており、

その過程で浮かび上がった問題点や改善点は社長に直接報告され、その後の改善状況を随時フォロ

ーする仕組みとしております。 

⑥ 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況 

第三者の目を通じて、経営の透明性を確保・向上することにも努めております。 

会計監査人および顧問弁護士等の社外専門家から適宜、指導・助言を受けております。また、株主

や投資家の皆様などに対してはホームページ等も活用して随時情報開示を行っております。 

 

２．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた最近１年間における実施状況 

・本年２月に『トーメングループ行動基準』を新たに制定いたしました。 

・本年４月に監査室を社長直轄に改組いたしました。 

・定例取締役会を原則毎月２回開催いたしました。また、取締役および常勤監査役が出席する経営会

議を原則隔週に開催し、業務執行に係る協議・報告、情報交換等を定期的に行いました。 
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＜経営成績および財政状態＞ 

(1) 当中間連結会計期間の概況 

当期の経済環境を概観しますと、イラク情勢の先行き不透明感が低下して米国景気が回復、IT投資の増

加から、アジアの生産・輸出が夏以降、堅調となりました。春先流行したSARS（新型肺炎）の影響は限定

的となり、タイや中国では景気は順調に推移しました。 

日本の景気は海外経済の回復により輸出や生産が増加基調を取り戻し、設備投資を中心に前向きの兆し

が見られるようになりました。４月に大幅に下落した株価は、その後、米株価の回復に連れて持ち直し、

後半は企業収益の改善期待から海外投資家による積極的な投資姿勢で日経平均株価は10,000円台を回復し

ました。一方、過剰雇用、過剰債務への調整圧力は依然強く、家計の雇用・所得環境は引き続き厳しい状

況が続きました。 

 

このような環境下、当中間連結会計期間の業績は、下記のとおりであります。 

 

当中間連結会計期間の売上高は、エレクトロニクス、化学品では増収となりましたが、商内の選択と集

中によりエネルギーの売上高が大幅に減収となり、前中間連結会計期間と比較して2,706億円減収の8,132

億円となりました。 

売上総利益は、ライフサイエンス事業、半導体商内、サイロビジネス等の主力商内は堅調に推移したも

のの、一部海外子会社の減益や子会社株式の売却等の影響により、前中間連結会計期間を29億75百万円下

回る528億33百万円となりましたが、販売費及び一般管理費が64億81百万円減少の384億16百万円となった

ため、営業利益は35億６百万円増益の144億16百万円となりました。営業外損益は、有利子負債の削減等

により利息収支が改善したことなどから７億18百万円の良化となったため、経常利益は前中間連結会計期

間を42億22百万円上回る107億41百万円となりました。特別損益は、株式市況の活況を受け、投資有価証

券売却益等で32億48百万円の利益を計上いたしました。この結果、税金等調整前中間純利益は139億90百

万円となり、これに法人税等、少数株主利益を調整した中間純利益は、前中間連結会計期間と比較して

951億20百万円増益の63億76百万円となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績 

従来、事業区分につきましては「化学品・燃料」「食料」「繊維」「機械」「建設・不動産」「その

他」としておりましたが、「トーメングループ中期経営計画」にもとづく事業の再編により、当中間連

結会計期間から「機械」から「エレクトロニクス」を独立掲記するとともに、「化学品・燃料」に含ま

れていた「燃料」を「機械」に含めて「機械・エネルギー」とし、また、重要性がなくなった「建設・

不動産」を「その他」に含めて表示することに変更いたしました。これにともない、前中間連結会計期

間につきましても、当中間連結会計期間の事業区分に組替えております。 

 

Ａ.化学品 

化学品分野では、特殊樹脂商内が堅調に推移いたしました。また、ライフサイエンス事業を営む

アリスタ ライフサイエンス㈱も好調を持続しております。この結果、当中間連結会計期間の売

上高は174億円増収の2,266億円となり、営業利益は７億67百万円増益の62億73百万円となりまし

た。 

Ｂ.食料 

主軸の飼料原料商内は、業界屈指の穀物サイロ群が物流基地の機能を駆使し、引き続き高収益を

確保しておりますが、食品商内等では、長引く不況の影響を受けました。この結果、当中間連結

会計期間の売上高は46億円減収の1,088億円となりましたが、営業利益は５億30百万円増益の43

億80百万円となりました。 
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Ｃ.繊維 

主力の機能素材・複合素材商内は、欧米向け取扱商品が高い競争力を有しており、堅調に推移し

ておりますが、個人消費の低迷に加え、天候不順の影響もあって、業界全体では引き続き厳しい

環境となっております。この結果、当中間連結会計期間の売上高は348億円減収の1,315億円とな

り、営業利益は３億13百万円減益の20億82百万円となりました。 

Ｄ.エレクトロニクス 

㈱トーメンエレクトロニクス、㈱トーメンデバイスを中心に順調に業績を伸長させております。

当中間連結会計期間の売上高は209億円増収の1,078億円となり、営業利益は５億87百万円増益の

34億45百万円となりました。 

Ｅ.機械・エネルギー 

商内の選択と集中により、エネルギーの売上高は大幅に減少しましたが、経費の削減により収益

力は強化されました。この結果、当中間連結会計期間の売上高は2,415億円減収の2,067億円とな

り、営業利益は８億65百万円増益の７億15百万円となりました。 

なお、電力商内分野では、㈱ユーラスエナジーホールディングスが地球環境に配慮したクリーン

エネルギー事業を展開しております。 

Ｆ.その他 

建設・不動産事業につきましては、その大宗の処分を前期末に完了し、木材物資分野では子会社

の売却等により事業の選択と集中を実行しております。この結果、当中間連結会計期間の売上高

は281億円減収の318億円となり、営業利益は３億64百万円良化の１億75百万円の損失となりまし

た。 

 

所在地別セグメントの業績 

Ａ.日本 

長引く市況低迷の影響から国内経済が全般的に低調に推移いたしましたが、化学品、食料、エレ

クトロニクス等が好調を持続しております。一方、商内の選択と集中を進めたことにより、当中

間連結会計期間の売上高は2,883億円減収の6,746億円となりましたが、営業利益は10億51百万円

増益の93億30百万円となりました。 

Ｂ.北米 

米国経済の先行きには不透明感がありますが、ライフサイエンス子会社および米国現地法人が堅

調に推移しました。この結果、当中間連結会計期間の売上高は115億円増収の435億円となり、営

業利益は29億40百万円増益の14億19百万円となりました。 

Ｃ.欧州 

ライフサイエンス子会社が堅調に推移しております。この結果、当中間連結会計期間の売上高は

３億円増収の175億円、営業利益は前中間連結会計期間とほぼ同水準の12億12百万円となりまし

た。 

Ｄ.アジア・オセアニア 

インドネシアのスチレンモノマー生産会社が原料高騰の影響を受けたこともあり、当中間連結会

計期間の売上高は53億円増収の727億円となったものの、営業利益は９億12百万円減益の12億85

百万円となりました。 

Ｅ.その他の地域 

南米綿実油製造会社の好調により、当中間連結会計期間の売上高は７億円増収の49億円、営業利

益は３億84百万円増益の11億27百万円となりました。 
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(2) 財政状態 

当中間連結会計期間末の連結総資産は、営業資産の圧縮およびライフサイエンス事業会社が当中間連結

会計期間末に連結子会社から持分法適用関連会社に異動となった影響等により、前連結会計年度と比較し

て1,103億62百万円減少の8,613億51百万円となりました。 

株主資本につきましては、豊田通商㈱およびトヨタ自動車㈱による100億円の増資の引き受けならびに

株式市況の回復によりその他有価証券評価差額金が改善したことなどから、前連結会計年度と比較して

238億60百万円増加の377億21百万円となりました。 

 

キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、営業資産の圧縮等により336億61百万円の収入、また、投資

活動によるキャッシュ・フローは、保有有価証券の売却を進めたことなどから158億87百万円の収入と

なりました。財務活動によるキャッシュ・フローは、豊田通商㈱およびトヨタ自動車㈱による増資なら

びに子会社での社債の発行による収入がありましたが、有利子負債の削減に努めた結果、338億37百万

円の支出となりました。これに換算差額および連結範囲の変更による増減額を調整した結果、現金及び

現金同等物の当中間連結会計期間末残高は1,103億27百万円となりました。 

 

当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは、以下のとおりであります。 

 

 2002年３月期 2003年３月期 2003年９月期 

株主資本比率 0.3 ％ 1.4 ％ 4.4 ％ 

時価ベースの株主資本比率 4.1 ％ 4.0 ％ 13.6 ％ 

債務償還年数 15.5 年 8.1 年 8.3 年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 2.4 3.5 4.2 

株主資本比率：株主資本÷総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額÷総資産 

債務償還年数：有利子負債÷営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー÷利息支払額 

 

いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

なお、2003年９月期の債務償還年数については、営業キャッシュ・フローを当中間連結会計期間の

２倍として算出しております。 

 

(3) 通期の業績見通し 

当連結会計年度の下半期は米国経済の回復基調が鮮明となり、中国を中心にアジアの輸出が増加、世界

経済の見通しは上向くものと見られます。しかし、米国経済の先行きには不透明感があり、全体に穏やか

な回復に留まると思われます。海外経済の回復やIT投資の回復を受け日本の景気も回復基調が強まると予

想されますが、海外からの日本株式への資金流入などで円高傾向が強くなると企業収益への影響が懸念さ

れます。 

通期の業績につきましては、売上高１兆5,500億円、経常利益210億円、純利益35億円を見込んでおりま

す。なお、為替レートは１US$＝110円を想定しております。 

上記の業績見通しには、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画にもとづく予測が含ま

れております。したがって、実際の業績は、今後さまざまな要因によって予測数値と異なる可能性があり

ます。 
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中  間  連  結  貸  借  対  照  表

(単位：百万円） 株式会社トーメン

 期    別 当中間連結会計期間末 前連結会計年度  期    別 当中間連結会計期間末 前連結会計年度

 科    目 平成15年9月30日現在 平成15年3月31日現在  科    目 平成15年9月30日現在 平成15年3月31日現在

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

Ⅰ 流 動 資 産 Ⅰ 流 動 負 債

1. 現 金 及 び 預 金 102,766 93,964  8,802 1. 支払手形及び買掛金 184,134 206,198 △ 22,064

2. 受取手形及び売掛金 275,650 327,589 △ 51,939 2. 短 期 借 入 金 466,170 537,002 △ 70,832

3. 有 価 証 券 10,192 3,623  6,569 3. 社債(一年内償還予定) 100 －        100

4. た な 卸 資 産 72,904 91,254 △ 18,350 4. 未 払 法 人 税 等 3,625 5,833 △ 2,208

5. 短 期 貸 付 金 16,577 15,267  1,310 5. 繰 延 税 金 負 債 21 368 △ 347

6. 繰 延 税 金 資 産 3,774 3,121  653 6. そ の 他 の 流 動 負 債 35,092 35,905 △ 813

7. そ の 他 の 流 動 資 産 26,034 30,029 △ 3,995 流 動 負 債 合 計 689,144 785,308 △ 96,164

8. 貸 倒 引 当 金 △ 16,121 △ 15,999 △ 122

流 動 資 産 合 計 491,778 548,851 △ 57,073 Ⅱ 固 定 負 債

 1. 社 債 400 3,256 △ 2,856

 2. 長 期 借 入 金 95,244 119,618 △ 24,374

Ⅱ 固 定 資 産 3. 繰 延 税 金 負 債 2,913 3,169 △ 256

1. 有 形 固 定 資 産 103,335 115,661 △ 12,326 4. 退 職 給 付 引 当 金 7,180 7,108  72

2. 無 形 固 定 資 産 5,902 47,796 △ 41,894 5. 債務保証損失引当金 457 464 △ 7

3. 投資その他の資産 6. そ の 他 の 固 定 負 債 2,121 3,351 △ 1,230

投資有価証券及び出資金 134,473 128,824  5,649 固 定 負 債 合 計 108,317 136,969 △ 28,652

長 期 貸 付 金 57,658 56,162  1,496

固 定 化 営 業 債 権 62,904 64,059 △ 1,155 負    債    合    計 797,462 922,278 △ 124,816

繰 延 税 金 資 産 22,053 26,722 △ 4,669 ( 少数株主持分 )

その他の投資その他の資産 30,056 30,686 △ 630 少  数  株  主  持  分 26,168 35,573 △ 9,405

貸 倒 引 当 金 △ 47,122 △ 47,460  338 ( 資 本 の 部 )  

投資その他の資産合計 260,023 258,994  1,029 Ⅰ 資 本 金 44,199 68,185 △ 23,986

固 定 資 産 合 計 369,262 422,453 △ 53,191 Ⅱ 資 本 剰 余 金 42,182 51,442 △ 9,260

Ⅲ 利 益 剰 余 金 △ 20,714 △ 70,343  49,629

Ⅳ その他有価証券評価差額金 233 △ 4,845  5,078

Ⅲ 繰 延 資 産 310 408 △ 98 Ⅴ 為替換算調整勘定 △ 27,830 △ 30,252  2,422

Ⅵ 自 己 株 式 △ 349 △ 324 △ 25

 資    本    合    計 37,721 13,861  23,860

資    産    合    計 861,351 971,713 △ 110,362 負債、少数株主持分及び資本合計 861,351 971,713 △ 110,362

(注)

1. 有形固定資産減価償却累計額 74,871 百万円

2. 保証債務(保証類似行為を含む） 17,535 百万円

3. 受取手形割引高 7,133 百万円

4. 受取手形裏書譲渡高 1,409 百万円

増   減 増   減
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中 間 連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円） 株 式 会 社 ト ー メ ン

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

期　   別 自：平成15年４月 １日 自：平成14年４月 １日 増　　　減
科　   目 至：平成15年９月30日  

金　　額 百分比 金　　額 百分比 増減額 増減率

% % %

Ⅰ 813,247 100.00 1,083,860 100.00 △ 270,613 △ 24.97

Ⅱ 760,414 93.50 1,028,052 94.85 △ 267,638 △ 26.03

売 上 総 利 益 52,833 6.50 55,808 5.15 △ 2,975 △ 5.33

Ⅲ 38,416 4.73 44,897 4.14 △ 6,481 △ 14.44

営 業 利 益 14,416 1.77 10,910 1.01 3,506 32.14

Ⅳ

1. 受 取 利 息 2,844 0.35 4,634 0.43 △ 1,790 △ 38.63

2. 受 取 配 当 金 583 0.07 453 0.04 130 28.70

3. 持 分 法に よ る 投資利益 2,764 0.34 2,283 0.21 481 21.07

4. そ の 他 3,352 0.41 6,055 0.56 △ 2,703 △ 44.64

9,545 1.17 13,427 1.24 △ 3,882 △ 28.91

Ⅴ

1. 支 払 利 息 8,076 0.99 12,592 1.16 △ 4,516 △ 35.86

2. そ の 他 5,143 0.63 5,226 0.49 △ 83 △ 1.59

13,219 1.62 17,819 1.65 △ 4,600 △ 25.82

経 常 利 益 10,741 1.32 6,519 0.60 4,222 64.76

Ⅵ 7,940 0.98 25,416 2.35 △ 17,476 △ 68.76

Ⅶ 4,692 0.58 88,756 8.19 △ 84,064 △ 94.71

税金等調整前中間純利益
又 は 中 間 純 損 失 ( △ )

13,990 1.72 △ 56,820 △ 5.24 70,810 －

法人税、住民税及び事業税 4,400 0.54 4,690 0.44 △ 290 △ 6.18

法 人 税 等 調 整 額 1,362 0.17 26,142 2.41 △ 24,780 △ 94.79

少 数 株 主 利 益 ( 減 算 ） 1,850 0.23 1,091 0.10 759 69.57

中 間 純 利 益
又 は 中 間 純 損 失 ( △ )

6,376 0.78 △ 88,744 △ 8.19 95,120 －

(注)特別利益及び特別損失等の明細については、補足資料(連結)１０頁をご参照願います。

特 別 損 失

至：平成14年９月30日

営 業 外 収 益 合 計

営 業 外 費 用

営 業 外 費 用 合 計

特 別 利 益

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益
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補     足     資     料    ( 連   結 ）

（単位：百万円） 株 式 会 社 ト ー メ ン

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

自:平成15年4月  1日 自:平成14年4月  1日 増   減
至:平成15年9月30日 至:平成14年9月30日

有 形 固 定 資 産 等 売 却 益 160 89 71

投 資 有 価 証 券 売 却 益 7,747 11,909 △ 4,162

債 務 買 戻 益 － 13,417 △ 13,417

そ の 他 の 特 別 利 益 32 － 32

特  別  利  益  合  計 7,940 25,416 △ 17,476

有 形 固 定 資 産 等 処 分 損 289 175 114

投 資 有 価 証 券 売 却 損 597 5,229 △ 4,632

投 資 有 価 証 券 評 価 損 817 6,092 △ 5,275

販 売 用 不 動 産 評 価 損 661 2,662 △ 2,001

貸 倒 引 当 金 繰 入 損 1,128 4,156 △ 3,028

関 係 会 社 等 整 理 損 － 3,935 △ 3,935

特 別 退 職 金 512 694 △ 182

事 業 構 造 改 革 損 － 63,737 △ 63,737

そ の 他 の 特 別 損 失 684 2,071 △ 1,387

特  別  損  失  合  計 4,692 88,756 △ 84,064

貸倒償却・貸倒引当金繰入額 190 846 △ 656

（ 販売費及び一般管理費に含む ）

有 価 証 券 売 却 損 益 3 0 3

（ 特 別 損 益 計 上 分 を 除 く ）

特 別 利 益

参 考

特 別 損 失

科     目

期     別
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(単位：百万円） 株 式 会 社   ト ー メ ン

期       別  

 

 

Ⅰ. 資本剰余金期首残高 51,442

資 本 準 備 金 期 首 残 高 15,442 15,442

Ⅱ. 資本剰余金増加高

増 資 に よ る 新 株 の 発 行 4,999 36,000

資 本 金 減 少 差 益 1,182 －

自 己 株 式 処 分 差 益 0 6,182 － 36,000

Ⅲ. 資本剰余金減少高

資 本 準 備 金 取 崩 高 15,442 15,442 － －

Ⅳ. 資本剰余金中間期末(期末)残高 42,182 51,442

Ⅰ. 利益剰余金期首残高 △ 70,343 △ 3,610

Ⅱ. 利益剰余金増加高

1. 中 間 純 利 益 6,376 －

2. 無償減資による利益剰余金増加高 27,803 －

3. 資 本 準 備 金 取 崩 高 15,442 －

4. 連結子会社及び持分法適用会社
増 減 に よ る 利 益 剰 余 金 増 加 高 － 100

5. そ の 他 ※ 53 49,675 219 320

Ⅲ. 利益剰余金減少高

1. 当 期 純 損 失 － 66,969

2. 役 員 賞 与 27 25

3. 連結子会社及び持分法適用会社
増 減 に よ る 利 益 剰 余 金 減 少 高 18 46 57 67,053

Ⅳ. 利益剰余金中間期末(期末)残高 △ 20,714 △ 70,343

※

中  間  連  結  剰  余  金  計  算  書

至:平成15年9月30日 至:平成15年3月31日   科       目

当 中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

自:平成15年4月 1日 自:平成14年4月 1日

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

金           額 金           額

米国子会社での米国財務会計基準審議会基準書第133号「デリバティブおよびヘッジ活動に関する会計

処理」および基準書第138号「デリバティブおよびヘッジ活動に関する会計処理（基準書第133号の改訂）」

適用による、デリバティブの評価損益等であります。
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(単位：百万円) 株 式 会 社 ト ー メ ン 

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー :

税金等調整前中間純利益又は中間純損失（△） 13,990         △ 56,820         

減価償却費 3,939            5,004           

連結調整勘定償却額 1,691            3,049           

貸倒引当金の増加額 587              5,712           

受取利息および受取配当金 △ 3,427           △ 5,088           

支払利息 8,076            12,592         

為替差益 △ 626             △ 1,195           

持分法による投資利益 △ 2,764           △ 2,283           

有形固定資産等売却・処分損益 129              85              

有価証券売却・評価損益 △ 3                 17              

投資有価証券売却・評価損益 △ 6,331           △ 587             

債務買戻益 －              △ 13,417         

特別退職金 512              694             

事業構造改革損 －               63,737         

売上債権の減少額 25,257          27,282         

たな卸資産の減少額 2,563            3,811           

仕入債務の減少額 △ 7,819           △ 19,898         

短期貸付金の減少額 1,758            1,255           

その他 5,410           △ 3,220           

              小計 42,943          20,731         

利息及び配当金の受取額 4,477            4,665           

利息の支払額 △ 7,992           △ 11,706         

特別退職金の支払額 △ 1,170           △ 1,434           

法人税等の支払額 △ 4,597           △ 3,909           

営業活動によるキャッシュ・フロー 33,661          8,346           

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー ：

定期預金払戻・預入による純増加額 876              8,682           

有価証券の取得・売却による純増加額又は純減少額（△） △ 582              30              

有形固定資産の取得・売却による純増加額又は純減少額（△） 343             △ 1,822           

投資有価証券の取得・売却による純増加額 21,611          13,574         

長期貸付金の貸付・回収による純増加額 5,360            3,127           

出資金の払込・回収による純増加額 1,166            2,341           

その他 △ 12,888          4,261           

投資活動によるキャッシュ・フロー 15,887          30,195         

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー ：

短期借入金の純増加額又は純減少額（△） △ 44,165          13,168         

社債の発行・償還による純増加額又は純減少額（△） 3,052           △ 684             

長期借入金の借入・返済による純減少額 △ 4,557           △ 54,030         

株式の発行による収入 9,999           －              

その他 1,832            1,956           

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 33,837         △ 39,590         

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 687             △ 5,556           

Ⅴ現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） 16,398         △ 6,605           

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 93,928          140,290       

Ⅶ連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増加額又は減少額（△） △ 0                 214             

Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末残高 110,327        133,900       

中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 計 算 書

 科     目
至 平成14年9月30日
金                 額

自 平成14年4月 1日

前中間連結会計期間

至 平成15年9月30日
金                 額

                                           期     別 当中間連結会計期間

自 平成15年4月 1日
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株式会社トーメン 

【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社   157社 

＜主要な連結子会社名＞ 

国内：関東グレーンターミナル㈱、東北グレーンターミナル㈱、トーメンフーズ㈱、 

東洋棉花㈱、㈱トーメンエレクトロニクス、㈱トーメンデバイス、 

サンポット㈱、トーメンサイバービジネス㈱、㈱トーメンティンバー、 

㈱トーメンビジネスサポート、㈱トーメンエフピーセンター 

海外：TOMEN AMERICA INC.、TOMEN (U.K.) PLC、TOMEN (H.K.) CO., LTD. 

P.T. Styrindo Mono Indonesia、Toyo Cotton Co.、Tomen Hot-Line (Hong Kong) Limited 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用非連結子会社 1社 

持分法適用関連会社 69社 

＜主要な持分法適用会社名＞ 

国内：アリスタ ライフサイエンス㈱、三洋化成工業㈱、㈱ユーラスエナジーホールディングス 

海外：Korea Fine Chemical Co.,Ltd.、Korea Polyol Co.,Ltd.、上海虹日国際電子有限公司 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる子会社は次のとおりであります。 

      会社名       

TOMEN AMERICA INC.     

TOMEN (U.K.) PLC     

TOMEN (H.K.) CO., LTD. 

Toyo Cotton Co. 

   中間決算日   

    ６月３０日 

    ６月３０日 

    ６月３０日 

    ６月３０日 

     他95社 

上記の連結子会社のうち、中間連結決算日との差異が３ヵ月を超えない連結子会社については、当

該子会社の中間財務諸表を使用しておりますが、中間連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行っております。中間連結決算日との差異が３ヵ月を超えている連結子

会社については、中間連結決算日に正規の決算に準ずる合理的な手続による決算を行っておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項 

(ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

・売買目的有価証券･･･････････････ 

 

・その他有価証券 

時価のあるもの･････････････････ 

 

 

時価のないもの･････････････････ 

②デリバティブ･･･････････････････････ 

③たな卸資産･･･････････････････････ 

 

時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）

を採用しております。 

 

中間決算日の市場価格等にもとづく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として

移動平均法により算定）を採用しております。 

主として移動平均法による原価法を採用しております。 

時価法を採用しております。 

主として先入先出法による原価法を採用しております。 
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(ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産･････････････････････ 

 

 

 

 

 

 

 

②無形固定資産･････････････････････ 

 

当社および国内連結子会社は主として定率法を採用し

ております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設

備を除く）については主として定額法を採用しておりま

す。 

また、在外連結子会社は主として定額法を採用しており

ます。なお、主な耐用年数は、建物が７～50年、機械及

び装置が12～17年であります。 

主として定額法を採用しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(７

年を超えない合理的な期間)にもとづく定額法を採用し

ております。 

(ﾊ)重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権、固定化営業債権(破産更生債権等)については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

② 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額にもとづき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

なお、会計基準変更時差異は、主として11年による均等額（一部の連結子会社においては５～15

年による均等額）を費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（主として11年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしております。 

③ 債務保証損失引当金 

非連結子会社、関連会社に対する債務保証等に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を

勘案し、個別に必要と認められる額を計上しております。 

(ﾆ)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。また、在外子会社等の資産および負債ならびに収益および費用は、当

該子会社等の中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為

替換算調整勘定ならびに少数株主持分に含めて計上しております。 

(ﾎ)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(ﾍ)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税および地方消

費税は、当中間連結会計期間の費用として処理しております。 
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

 

【追加情報】 

１．税制適格年金制度の廃止 

当社は、平成15年７月11日に公表いたしましたとおり、税制適格年金制度を平成15年10月31日付け

で廃止いたしました。 

 

２．事業の種類別セグメントの事業区分の変更 

事業区分につきましては、「化学品・燃料」「食料」「繊維」「機械」「建設・不動産」「その他」としており

ましたが、「トーメングループ中期経営計画」にもとづく事業の再編により、当中間連結会計期間から

「機械」から「エレクトロニクス」を独立掲記するとともに、「化学品・燃料」に含まれていた「燃料」を「機

械」に含めて「機械・エネルギー」とし、また、重要性がなくなった「建設・不動産」を「その他」に含めて

表示することに変更いたしました。 
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セ グ メ ン ト 情 報

株 式 会 社  ト ー メ ン
1.事業の種類別セグメント情報

当社および連結子会社は､国内および海外における各種商品売買を行うほか､金融等各種サービスの提供および各種プロジェクトの企画、調整、

有機的な結合を図るなど､広範な分野で多角的に事業を展開しております｡

以下の事業区分は、取り扱い商品またはサービスの内容にもとづいた当社社内管理上の事業区分によっております。

当中間連結会計期間(平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日）            （単位:百万円）

消去
又は全社

  売上高及び営業損益

(1) 226,576 108,842 131,490 107,821 206,680 31,835 813,247 - 813,247

(2) 47 4 548 114 701 3,151 4,567 (4,567)      -

計 226,624 108,847 132,039 107,935 207,382 34,986 817,814 (4,567) 813,247

220,350 104,466 129,956 104,490 206,666 35,161 801,092 (2,261) 798,830

6,273 4,380 2,082 3,445 715 △ 175 16,722 (2,306) 14,416

(注)1. 各事業の主な取扱商品および事業内容

化 学 品 ･･･… 石油化学製品、精密･無機化学品、農薬、合成樹脂

食 料 ･･･… 穀物、小麦粉、飼料原料全般、畜肉、酒類、食品原料全般、水産物全般

繊 維 ･･･… 繊維原料、繊維製品、衣料品、インテリア製品、寝装用品

エレク ト ロニ クス ･･･… 半導体、電子部品

機械・エネルギー ･･･… 風力･火力発電、プラント、通信設備、メディア関連ソフトウェア、自動車および部品、原油、石油製品

そ の 他 ･･･… 不動産の売買･賃貸および仲介、建築･土木工事元請けならびに設計監理、石炭、原木、合板、建材、

情報処理、物流

2. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,317百万円であり､その主なものは職能部門に係わる費用等で

あります。

前中間連結会計期間(平成14年 4月 1日～平成14年 9月30日）            （単位:百万円）

消去
又は全社

  売上高及び営業損益

(1) 209,238 113,401 166,281 86,870 448,214 59,853 1,083,860 - 1,083,860

(2) 386 53 892 37 549 2,021 3,941 (3,941)      -

計 209,625 113,455 167,173 86,908 448,763 61,874 1,087,801 (3,941) 1,083,860

204,119 109,605 164,778 84,049 448,914 62,414 1,073,881 (932) 1,072,949

5,506 3,850 2,395 2,858 △ 150 △ 539 13,920 (3,009) 10,910

(注)1. 各事業の主な取扱商品および事業内容

化 学 品 ･･･… 石油化学製品、精密･無機化学品、農薬、合成樹脂

食 料 ･･･… 穀物、小麦粉、飼料原料全般、畜肉、酒類、食品原料全般、水産物全般

繊 維 ･･･… 繊維原料、繊維製品、衣料品、インテリア製品、寝装用品

エレク ト ロニ クス ･･･… 半導体、電子部品

機械・エネルギー ･･･… 風力･火力発電、プラント、通信設備、メディア関連ソフトウェア、自動車および部品、原油、石油製品

そ の 他 ･･･… 不動産の売買･賃貸および仲介、建築･土木工事元請けならびに設計監理、石炭、原木、合板、建材、

情報処理、物流

2. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,015百万円であり､その主なものは職能部門に係わる費用等で

あります。

連結

売 上 高

営 業 費 用

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ

計 連結食料 繊維

営 業 費 用

営業利益又は営業損失(△)

その他

売 上 高

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高

機械・
ｴﾈﾙｷﾞｰ

ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ化学品

営業利益又は営業損失(△)

その他 計

外部顧客に対する売上高

セグメント間の内部売上高

食料 繊維化学品
機械・
ｴﾈﾙｷﾞｰ

なお、事業区分につきましては、「化学品・燃料」「食料」「繊維」「機械」「建設・不動産」「その他」としておりましたが、平成14年12月27日に発表し

た「トーメングループ中期経営計画」にもとづく事業の再編により、当中間連結会計期間から「機械」から「エレクトロニクス」を独立掲記するととも

に、「化学品・燃料」に含まれていた「燃料」を「機械」に含めて「機械・エネルギー」とし、また、重要性がなくなった「建設・不動産」を「その他」に

含めて表示することに変更いたしました。これにともない、前中間連結会計期間につきましては、当中間連結会計期間の事業区分で表示してお

ります。
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2. 所在地別セグメント情報

当社および連結子会社の所在地別活動は、次の通りであります｡

当中間連結会計期間 (平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日) (単位：百万円)

日  本 北  米 欧  州
ｱｼﾞｱ･
ｵｾｱﾆｱ

その他の
地域

計
消去
又は全社

連  結

 売上高及び営業損益

売   上 高

(1) 外部顧客に対する売上高 674,616 43,473 17,533 72,714 4,909 813,247 - 813,247

(2) セグメント間の内部売上高 37,716 32,630 3,151 12,068 161 85,729 (85,729) - 

計 712,332 76,104 20,685 84,782 5,070 898,976 (85,729) 813,247

営 業 費 用 703,002 74,685 19,473 83,497 3,942 884,600 (85,770) 798,830

営 業 利 益 9,330 1,419 1,212 1,285 1,127 14,375 40 14,416 

(注)1. 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. 本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1)北            米 ……  アメリカ､カナダ

(2)欧            州 ……  イギリス､フランス、オランダ

(3)ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ ……  中国、シンガポール、インドネシア、オーストラリア

(4)その他の地域 ……  主として中南米

前中間連結会計期間 (平成14年 4月 1日～平成14年 9月30日) (単位：百万円)

日  本 北  米 欧  州
ｱｼﾞｱ･
ｵｾｱﾆｱ

その他の
地域

計
消去
又は全社

連  結

 売上高及び営業損益

売   上 高

(1) 外部顧客に対する売上高 962,922 32,033 17,237 67,441 4,225 1,083,860 - 1,083,860

(2) セグメント間の内部売上高 34,138 30,270 4,837 13,281 167 82,696 (82,696) - 

計 997,060 62,304 22,075 80,722 4,392 1,166,556 (82,696) 1,083,860

営 業 費 用 988,780 63,825 20,871 78,525 3,649 1,155,652 (82,702) 1,072,949

営業利益又は営業損失（△） 8,279 △ 1,521 1,204 2,197 743 10,904 6 10,910

(注)1. 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. 本邦以外の区分に属する主な国または地域

(1)北            米 ……  アメリカ､カナダ

(2)欧            州 ……  イギリス､フランス、オランダ、ドイツ

(3)ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ ……  中国、シンガポール、インドネシア、オーストラリア

(4)その他の地域 ……  主として中南米
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3.海外売上高

当社および連結子会社の海外売上高および連結売上高に占める海外売上高の割合は、次の通りであります｡

当中間連結会計期間 (平成15年 4月 1日～平成15年 9月30日) (単位：百万円)

北  米 欧  州 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計

Ⅰ 海  外  売  上  高 33,276 29,059 225,028 27,768 315,132

Ⅱ 連  結  売  上  高 813,247

Ⅲ 連結売上高に占める

海外売上高の割合 (%)

(注)1. 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. 各区分に属する主な国または地域

(1)北            米 …… アメリカ､カナダ

(2)欧            州 …… イギリス､フランス、スペイン

(3)ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ …… 中国、インドネシア、韓国、マレーシア

(4)その他の地域 …… 主として中南米

3. 海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります｡

前中間連結会計期間 (平成14年 4月 1日～平成14年 9月30日) (単位：百万円)

北  米 欧  州 ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ その他の地域 計

Ⅰ 海  外  売  上  高 108,173 127,448 222,195 25,387 483,205

Ⅱ 連  結  売  上  高 1,083,860

Ⅲ 連結売上高に占める

海外売上高の割合 (%)

(注)1. 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

2. 各区分に属する主な国または地域

(1)北            米 …… アメリカ､カナダ

(2)欧            州 …… イギリス､フランス、スペイン

(3)ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ …… 中国、インドネシア、韓国、マレーシア

(4)その他の地域 …… 主として中南米

3. 海外売上高は､当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります｡

44.6

4.1 3.6 27.7 3.4 38.8

10.0 11.8 20.5 2.3
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有  価  証  券 

株 式 会 社 ト ー メ ン 

当中間連結会計期間末(平成 15 年 9 月 30 日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

  
取得原価 

中間連結貸借対照表

計上額 
差額 

(1)株式 

(2)債券 

①国債・地方債等 

②社債 

③その他 

(3)その他 

 25,550 

 

1,137 

－ 

20 

9,879 

29,441 

 

1,160 

－ 

20 

9,882 

 

 

 

 

 

 

3,891 

 

22 

－ 

－ 

2 

計  36,587 40,505  3,917 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 23,053 百万円 

  

 

 

前中間連結会計期間末(平成 14 年 9 月 30 日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

  
取得原価 

中間連結貸借対照表

計上額 
差額 

(1)株式 

(2)債券 

①国債・地方債等 

②社債 

③その他 

(3)その他 

 58,913 

 

611 

3,162 

22 

4,870 

48,824 

 

658 

3,024 

22 

4,862 

△ 

 

 

△ 

 

△ 

10,088 

 

46 

137 

－ 

8 

計  67,580 57,393 △ 10,187 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 34,219 百万円 

非上場債券 220  
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株 式 会 社 ト ー メ ン

(単位：百万円)

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末

(平成15年9月30日) (平成14年9月30日)

契約額等 時     価 評価損益 契約額等 時     価 評価損益

通 貨 為替予約取引

売 建 50,328           48,647           1,681             32,681           32,753           △ 72            

買 建 82,333           79,227           △ 3,105         69,344           69,899           555               

スワップ取引 2,000             147               147               2,000             219               219               

金 利 スワップ取引 39,500           △ 37            △ 37            103,700          228               228               

有価証券 スワップ取引 41                 8                  8                  4,395             △ 138           △ 138           

商 品 先 物 取 引

売 建 9,673             10,221           △ 548           3,976             4,030             △ 53            

買 建 4,967             5,356             388               3,338             3,440             101               

先 渡 取 引

売 建 － － － 2,162             2,000             162               

買 建 － － － 2,027             1,894             △ 133           

△ 1,465         870               

（注) スワップ取引における契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目的な契約額または計算上の想定元本であり、

当該金額自体は、そのままデリバティブ取引における市場リスクまたは信用リスクを表すものではありません。

合　　　　　計

取引の種類

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

対 象 物
の 種 類
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一株当たり情報 
 

株式会社トーメン 

 

１．期中平均株式数（連結） 

 当中間連結会計期間

平成 15 年９月期 

前中間連結会計期間

平成 14 年９月期 

前連結会計年度 

平成 15 年３月期 

普通株式 634,804,498 株 634,494,182 株 634,294,451 株 

優先株式 

乙種優先株式 144,000,000 株 － 株 1,183,561 株 

 

 

２．期末発行済株式数（連結） 

 当中間連結会計期間末

平成 15 年９月期 

前中間連結会計期間末

平成 14 年９月期 
前連結会計年度 

平成 15 年３月期 

普通株式 806,195,805 株 634,378,601 株 633,893,330 株 

優先株式 

乙種優先株式 144,000,000 株 － 株 144,000,000 株 

 

(注)1. 当中間連結会計期間における発行済株式数の増減内容は以下の通りであります。 

 

 株式種類 発行株式数 資本組入額 

第三者割当による増資： 普通株式 172,412,000 株 4,999 百万円 

 

2. １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２

号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第４号）を適用しております。 
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連  結  売  上  高  内  訳

取引形態別内訳

(単位:百万円) 株 式 会 社 ト ー メ ン

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 増     減

           %            %          %
輸 出 119,167 14.7 122,721 11.3 △ 3,554 △ 2.9

  

輸 入 227,785 28.0 260,365 24.0 △ 32,580 △ 12.5

  

海 外 195,965 24.1 360,483 33.3 △ 164,518 △ 45.6

  

国 内 270,329 33.2 340,289 31.4 △ 69,960 △ 20.6

合 計 813,247 100.0 1,083,860 100.0 △ 270,613 △ 25.0

商品別内訳

(単位:百万円)

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 増     減

           %            %          %
化 学 品 226,576 27.9 209,238 19.3 17,338 8.3

 

食 料 108,842 13.4 113,401 10.5 △ 4,559 △ 4.0

 

繊 維 131,490 16.2 166,281 15.3 △ 34,791 △ 20.9

 

ｴ ﾚ ｸ ﾄ ﾛ ﾆ ｸ ｽ 107,821 13.2 86,870 8.0 20,951 24.1

 

機械・ｴﾈﾙｷ ﾞ ｰ 206,680 25.4 448,214 41.4 △ 241,534 △ 53.9

 

そ の 他 31,835 3.9 59,853 5.5 △ 28,018 △ 46.8

合 計 813,247 100.0 1,083,860 100.0 △ 270,613 △ 25.0

自:平成15年4月  1日 自:平成14年4月  1日

至:平成15年9月30日 至:平成14年9月30日

自:平成15年4月  1日 自:平成14年4月  1日

至:平成15年9月30日 至:平成14年9月30日

構成比 構成比 増 減 率

 増  減 増  減  額構成比 構成比 増 減 率構成比 構成比構成比 構成比構成比 構成比構成比 構成比

構成比 構成比構成比 構成比構成比 構成比

構成比 構成比構成比 構成比構成比 構成比構成比 構成比

 増  減  額

(注)セグメント情報に記載のとおり、当中間連結会計期間より「機械」から「エレクトロニクス」を独立掲記とし、化学品・

     燃料」に含まれていた「燃料」を「機械」に含めて「機械・エネルギー」とし、「建設・不動産」を「その他」に含めて表

     示することに変更しております。なお、前中間連結会計期間につきましては、当中間連結会計期間の事業区分で

     表示しております。
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